


























































































































































































































































































































教職に関わる行動意欲を問う質問項目を新たに 2 項目追加した計 15 項目からなる質問紙を構成
した。 
 






男 女 中学校 高等学校 中高一貫校
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抽出することができた 3 つの因子解と、仮定した成果モデル（図 1）を、英語教育を担当してい













子を構成している 4項目の合成変数と、上位 2項目、および、下位 2項目による合成変数を算出
質問項目内容 第Ⅰ因子 第Ⅱ因子 第Ⅲ因子
（Cronbachのα係数） (α=.872) (α=.801) (α=.689)
10 学級指導に不安がある 0.988 -0.123 0.051 0.728 3.09 1.19
8 クラスルーム・マネジメントが不安だ 0.842 -0.009 0.024 0.683 3.35 1.22
9 生徒指導に不安がある 0.784 0.082 -0.044 0.706 3.32 1.17
11 特別活動の指導に不安がある 0.606 -0.005 -0.062 0.453 2.75 1.36
12 生徒との人間関係作りに不安がある 0.581 0.085 -0.028 0.534 2.45 1.17
7 教材研究が不安だ 0.454 0.356 0.117 0.555 3.37 1.25
13 教職員との人間関係作りに不安がある 0.418 -0.057 -0.121 0.431 2.62 1.24
4 教科指導（英語の授業）に不安がある -0.062 0.946 0.070 0.619 3.71 1.10
5 英語力が不安だ -0.051 0.754 -0.013 0.512 3.41 1.26
6 指導技術が不安だ 0.223 0.555 -0.030 0.566 3.88 1.04
2 教職に適している 0.004 -0.174 0.871 0.578 4.14 0.89
1 教職対する思いが強くなった -0.056 0.123 0.713 0.530 4.60 0.67
14 今後，学校教育ボランティアに参加しようと思う -0.016 0.077 0.457 0.309 3.88 1.23
15 今後，英語力を高めようと思う -0.021 0.033 0.323 0.241 4.79 0.47
第Ⅰ因子　「教職不安」 -
第Ⅱ因子　「教科指導不安因子」 0.584 -





















































る尺度を上下で 2分割したものを採用することとした（表 3）。 
 






























教職有能得点 3.006 0.921 -
教科指導有能得点 2.326 0.958 .531
** -




教職行動意欲得点 4.342 0.725 .179
* -.010 .473
** -





























 その結果、図 3 に示すとおり、全てのパスにおいて 1％水準で有意なパス係数と推定値を示す
成果モデルを得ることができた。 
 
図 3 教育実習成果モデル 
 
 構築した成果モデルの適合度指標を確認したところ、χ2=4.146、 df=4、 p>.387、CFI=.998、 
TLI=.996となり、高い適合度を示していることが確認できた。さらに、モデルのデータへのあて






































































































 教育実習の実施効果を検証するために、2014 年 4 月（実習前）と 6 月（実習後）に実施した
質問紙調査の共通項目の平均の差の検定結果を表 4に示す。 
 検定の結果、「教職に対する情熱」（4.3ポイントから 4.7 2.7
ポイントから 4.1 3.5ポイントから 4.7ポ
イントへ上昇） .1%水準で 5％水準で、教材研




表 4 教育実習の実施前後における共通質問項目の平均の差の検定（t  
 
前後 項目番号 質問項目内容 平均値 N 標準偏差 t df
事後 1 4.71 96 0.560
事前 2 4.29 96 1.004
事後 2 4.14 96 0.816
事前 3 2.66 96 1.263
事後 3 4.66 94 0.498
事前 学校理解* 3.46 94 0.688
事後 4 3.79 97 1.080
事前 教科指導* 3.66 97 0.822
事後 5 3.71 95 1.202
事前 英語不安* 3.00 95 0.712
事後 6 3.88 97 1.083
事前 19 3.88 97 1.120
事後 7 3.31 96 1.348
事前 22 3.65 96 1.076
事後 教科外指導* 2.99 95 1.078
事前 28 2.79 95 1.228
事後 12 2.40 97 1.222
事前 24 2.44 97 1.207
事後 13 2.54 96 1.230
事前 25 2.72 96 1.320






































































































度得点を、男女別、学校種別（中学校・高等学校）、学内 TOEFL のスコア別（上位 H 群・中位














表 5 男女別に 定結果 
 
B. 学内 TOEFLのテストスコアによる差の検定 
 学内 TOEFLの成績に基づき、調査対象集団を、上位群（531ポイント以上 14名）、中位群
（491 ポイントから 530 ポイントまで 55 名）、下位群（490 ポイント以下 26 名）に分類し、分
散分析による差の検定を行った（表 6）。 
不安得点 性別 N 平均 標準偏差 df F
男 55 2.66 0.842
女 85 3.21 0.908
男 55 3.38 0.995
女 87 3.86 0.892
注） *** p<.001. ** p<.01
有意確率
教科指導不安得点 1 8.792 0.004 **





























 なお、学内 TOEFL のテストスコアによる分散分析の結果では、教育実習に関わる不安得点に
ついては、有意な差は確認できなかった。 
 
表 6 学内 TOEFLのスコア の検定結果 
 
 
 さらに、教育実習の実施効果を検証するために、男 ×学内 TOEFL ストスコア、男女×学




















成果得点 TOEFL N 平均 標準偏差 df F
L群 26 4.21 0.677
M群 55 4.40 0.581
H群 14 4.71 0.365
L群 26 4.23 0.696
M群 55 4.42 0.607
H群 14 4.79 0.257
注）L群：成績下位群 M群：成績中位群 H群：成績上位群　 * p<.05
*
*
有意確率
0.038
0.023
自己肯定効力得点
教職志向得点
2
2
3.376
3.925
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力感が有意に高くなっていることを確認することができた。しかし、教育実習不安や児童・生
徒関係構築不安については、先行研究の結果とは異なり、有意な差異は確認できなかった。逆
に、教科指導内容である英語に対する不安が有意に高くなっていることが判明した。これは、
教えることを通して、教科専門領域に関する知識不足・認識不足や、教えるための言語スキル
の不十分さなどを再認識させられたことが主たる原因であると考えられる。このことは、教育
実習日誌の所見欄等への記述内容からも推察することができる。
　さらに、注目すべきことは、男女差による教育実習効果の発現のしかたである。特に、教職
不安や教科指導不安等の不安に関する要因については、教育実習の前後を問わず、男子学生の
抱く不安のほうが有意に低くなっていることが確認できた。
２）教科指導および英語力に関する有能感と教育実習効果の関係
　構築した経験知モデルの分析から、教育実習が、教科指導の中核となる英語運用能力や英語
指導力に対して、有意な直接的影響を及ぼしていない可能性があることが窺えた。英語教員を
育成する教職課程においては、教育実習の効果として最も期待される部分である。この原因は、
すでに考察したとおり、調査対象集団の英語不安が著しく増加したことに起因しているものと
考えられる。すなわち、目標言語に対するより深い英語理解や、より高度な英語運用能力を育
成する必要があることを、教育実習を通じ再認識したことによるものであると判断される。
３）英語運用能力と教育実習経験知との関係
　分散分析の結果、英語運用能力の高い学生ほど、教育実習を通じて自己肯定感を有意に高め
たり、教職に対し、より強い志向性を示すことが確認された。すなわち、中学校・高等学校英
語教員をはじめとする高度専門職に求められる英語運用能力や教えるための英語力を、可能な
限り早期に身につけさせ、教育現場で運用させることが、熱意や意欲のある学生を育成するだ
けでなく、限られた期間で実施される教育実習の経験知を最大化させるための重要なカギにな
ると考えられる。
（2）今後の課題と展望
　本研究の分析・考察結果を受け、教職課程認定を受けている本学が編成・実施する教職課程
のカリキュラム、および、教育実習の在り方について、以下の改善案を示す。
　①　 英語そのものに対する知識理解や、「教えるための」英語力、高度専門職に求められる
機能別英語力を４年間かけて系統的・重点的に育成するための教職に特化した英語カリ
キュラムの開発
　②　教育実習開始時期の早期化
　③　教育実習までの授業観察実習等、教職インターンシップ・プログラムの導入・拡充
　これらの改善案を実現するためには、教育実習受け入れ校や教育委員会との密接な連携や、
教職をめざす学生への積極的な働きかけが必要となる。そのためには、大学と教育委員会等が
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教員の育成に関わる明確なビジョンを共有しつつ、教員養成の早期段階から、学生に対し、学
校教育と直接リンクされた様々な学びの機会を提供し、その成果を積み上げることができるシ
ステムを構築することが強く望まれる。
　具体的には、大学の長期休業期間等を活用し、学校教育現場に赴き、教育の実際に触れ、そ
の実践を通して、教育に関する理論や教科の知識、児童・生徒理解等を、経験体系（経験知）
として組織化するための総合的実践プログラムとして位置づけることができる教育実地研修の
実施が強く求められる。
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